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平成１８年度　豊岡市予算案

　新生「豊岡市」として１年を通じて初めて編成した「平成１８年度当初予算案」がまとまりました。皆さ
んが納める税金や国・県からの補助金などが、まちづくりのためにどのように活用されるのか紹介します。
なお、この予算案は、豊岡市議会３月定例会で審議されています。

平成18年度豊岡市予算案がまとまりました 
12会計　総額で792億円 
平成18年度豊岡市予算案がまとまりました 
12会計　総額で792億円 

　

平
成　

年
度
の
予
算
（
表
１
参

１８

照
）
は
、
一
般
、
特
別
、
企
業
会

計
を
合
わ
せ
た　

会
計
の
総
額
が

１２

７
９
２
億
５
０
２
４
万
円
、
対
前

年
度
比　

・
８
％
の
大
幅
な
減
額

２０

と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
う
ち
、
一
般
会
計
の
予
算

額
は
、
４
２
３
億
３
１
８
万
円
で
、

前
年
度
と
比
べ　

・
８
％
の
大
幅

２７

な
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

た
だ
し
、
台
風　

号
災
害
の
関

２３

連
経
費
を
差
し
引
く
と
実
質
は
４

１
７
億
１
３
９
９
万
円
で
、
前
年

度
と
比
べ
４
・
３
％
減
の
予
算
規

模
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
主
な
要
因
は
知
見
八
鹿
線

整
備
、
西
保
育
園
園
舎
改
築
、
今

森
団
地
建
設
な
ど
の
大
型
ハ
ー
ド

事
業
が
完
了
ま
た
は
、
大
幅
減
額

し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

市
債（
借
金
）は
、
市
民
の
恒
久

的
な
福
祉
向
上
の
た
め
の
施
設
整

備
（
道
路
・
学
校
な
ど
の
整
備
）

に
活
用
し
ま
す
。
ま
た
、
市
債
に

は
将
来
的
に
施
設
を
利
用
す
る
市

民
の
方
に
も
返
済
を
負
担
し
て
い

た
だ
き
、
世
代
間
の
公
平
を
図
る

重
要
な
役
割
が
あ
り
ま
す
。

　

平
成　

年
度
末
の
市
債
の
現
在

１８

高（
表
２
参
照
）は
、
一
般
・
特
別
・

企
業
の
３
会
計
を
合
わ
せ
る
と
、

１
５
１
５
億
６
６
６
９
万
円
（
前

年
対
比
２
・
１
％
減
）に
な
る
見
込

み
で
、
市
民
１
人
当
た
り
（
国
勢

調
査
速
報
値
人
口
８
９
、
２
０
５

人
）
に
す
る
と
１
７
０
万
円
に
な

り
ま
す
。

　

市
債
の
発
行
は
、
将
来
の
世
代

へ
の
負
担
と
な
る
た
め
、
今
後
の

償
還
計
画
を
見
据
え
て
、
計
画
的

に
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

一
般
会
計
の
歳
入
の
内
訳
（
グ

ラ
フ
１
参
照
）
で
、
最
も
大
き
な

予
算
の
概
要

一
般
会
計
は

　

４
２
３
億
３
１
８
万
円

一
般
会
計
市
債
残
高
は

６
６
０
億
円

前年度比予　算　額区　　　分

△２７．８％４２３億　３１８万円一般会計

△８．１％２４０億２２１０万円特別会計

△６．５％８２億７６８３万円国民健康保険事業（事業勘定）

△８．２％８３３８万円国民健康保険事業（直診勘定）

△５．９％８５億５３７３万円老人保健事業

△７．４％５８億３８６３万円介護保険事業

△１３．２％１億６１４６万円診療所事業

△６７．０％２８４５万円墓地公園事業

△２２．３％１０億６０１１万円簡易水道事業

△８７．８％１９５１万円宅地事業

△１５．５％１２９億２４９６万円企業会計

△１３．２％３１億５８０６万円水道事業

△１６．５％９５億４１８０万円下水道事業

△２．０％２億２５１０万円農業共済事業

△２０．８％７９２億５０２４万円合　　　　　計

（表１）
一般会計・目的別予算の内訳

地方消費税交付金 
9億3300万円（2.2％） 

繰入金 
10億9310万円（2.6％） 

地方譲与税 
11億7299万円 
（2.8％） 
使用料および手数料 
11億8545万円 
（2.8％） 

諸収入 
21億7413万円 
（5.1％） 

市税 
93億4515万円 
　　　（22.1％） 

歳入 

その他 
17億775万円（4.0％） 

国庫支出金 
22億424万円 
（5.2％） 

市債 
36億2960万円 
 （8.6％） 

県支出金 
26億5177万円 
　　　 （6.3％） 

地方交付税 
162億600万円 
　（38.3％） 

一
般
会
計
・
歳
入

財
政
調
整
基
金
か
ら

　

億
円
取
り
崩
し

１０

（グラフ１）

（表２）

市債残高会　計

６６０億円一　　般

８１億円特　　別

７７５億円企　　業

１５１６億円合　　計

１７０万円市民１人当たり

平成１８年度末見込み

会計別予算一覧

市債残高
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歳出 

諸支出金 3000万円（0.1％） 

商工費 
12億3750万円（2.9％） 

農林水産業費 
18億4364万円 
（4.4％） 

消防費 
16億2602万円 
　　　　（3.8％） 

土木費 
71億5153万円 
　　　（16.9％） 

公債費 
73億1560万円 
　　（17.3％） 

衛生費 
39億9350万円 
　（9.4％） 

総務費 
40億2767万円 
　（9.5％） 
 教育費 

50億9309万円 
（12.0％） 
 

民生費 
92億8807万円 
　　　　（22.0％） 

予備費 1000万円（0.0％） 議会費 
2億8309万円（0.7％） 

災害復旧費 
2億4743万円（0.6％） 

労働費 1億5604万円（0.4％） 

人件費（20.9％） 
市長、議員、職員などの給料や諸手当など 

88億6262万円 

経常的・義務的経費（62.9％） 

扶助費や公債費などの支出が義務付けら 
れ、任意に削減できない経費 

265億9660万円 

投資的経費（臨時的経費含む）（14.8％） 

道路、公園、学校の建設などの整備に要す 
る経費 

62億5476万円 

災害関連経費（1.4％） 
台風23号災害の復旧・復興に関する経費 

5億8920万円 

一般会計・歳出の性質別内訳

割
合
を
占
め
る
の
は
、
地
方
交
付

税
（
ど
の
自
治
体
で
も
必
要
最
小

限
の
住
民
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
で
き

る
よ
う
に
国
が
交
付
す
る
お
金
）

で
、
１
６
２
億
６
０
０
万
円
、
全

体
の　

・
３
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

３８

三
位
一
体
改
革
に
よ
り
引
き
続
き

総
額
が
抑
制
さ
れ
て
い
ま
す
が
、

市
町
合
併
に
よ
り
前
年
度
よ
り
増

額
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

ま
た
、
道
路
整
備
な
ど
の
た
め

に
借
り
入
れ
る
市
債
は
、　

億
２

３６

９
６
０
万
円
、
平
成　

年
度
末
の

１８

市
債
残
高
は
平
成　

年
度
末
に
比

１７

べ
て
３
・
３
％
減
少
す
る
見
込
み

で
、
依
存
財
源
で
あ
る
地
方
交
付

税
、
国
県
支
出
金
、
市
債
等
が
歳

入
の
約　

％
を
占
め
る
極
め
て
脆

６５

弱
な
財
政
構
造
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
自
主
財
源
の
一
つ
で
あ

る
市
税
は
、　

億
４
５
１
５
万
円
、

９３

　

・
１
％
に
と
ど
ま
り
、
固
定
資

２２産
税
の
評
価
替
え
等
に
よ
り
大
幅

な
減
収
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
財
源
不
足
を
補
う
た

め
、
財
政
調
整
基
金
か
ら　

億
円

１０

を
取
り
崩
し
ま
す
。

　

平
成　

年
度
当
初
の
基
金
の
現

１８

在
高（
表
３
参
照
）は
、
財
政
調
整

基
金
な
ど
の
４
基
金
を
合
わ
せ
る

と
、　

億
６
８
３
２
万
円
（
前
年

８１

対
比　

・
５
％
減
）に
な
る
見
込
み

１１

億
６
２
６
２
万
円
、
前
年
度
と
比

べ
３
・
６
％
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

経
常
的
・
義
務
的
経
費
は
、
２
６

５
億
９
６
６
０
万
円
、
前
年
度
と

比
べ
６
・
０
％
の
減
と
な
り
、合
併

効
果
が
現
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
投
資
的
経
費
（
臨
時
的

経
費
を
含
む
）
は　

億
５
４
７
６

６２

万
円
、前
年
度
と
比
べ
９
・
８
％
の

減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、

災
害
関
連
経
費
は
５
億
８
９
２
０

万
円
、
前
年
度
と
比
べ　

・
５
％

９４

と
大
幅
に
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
歳
入
に
占
め
る
義
務
的

経
費
の
割
合
を
示
す
経
常
収
支
比

率（
※
注
１
）は　

・
４
％
で
、
前

９３

年
度
と
比
べ
０
・
４
％
増
と
な
っ

て
い
ま
す
。

※
注
１
…
経
常
収
支
比
率

　

人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費
等

の
義
務
的
な
性
格
の
強
い
経
常
経

費
に
、
市
税
や
普
通
交
付
税
な
ど

の
経
常
的
に
収
入
さ
れ
る
一
般
財

源
が
ど
の
程
度
充
当
さ
れ
て
い
る

か
を
示
す
も
の
で
、
財
政
構
造
の

弾
力
性
を
示
す
指
標
と
し
て
用
い

ら
れ
て
い
る
も
の
で
す
。

　

経
常
収
支
比
率
が
高
い
ほ
ど
、

臨
時
的
な
財
政
需
要
に
充
当
で
き

る
財
源
が
少
な
い
こ
と
を
表
し
て

お
り
、
財
政
構
造
が
弾
力
的
で
な

い
と
い
え
ま
す
。

（グラフ３）
（グラフ２）

で
、
市
民
１
人
当
た
り
に
す
る
と

９
万
円
に
な
り
ま
す
。

　

一
般
会
計
の
歳
出
の
内
訳
（
グ

ラ
フ
２
参
照
）
で
、
最
も
多
い
も

の
は
市
民
の
皆
さ
ん
の
健
康
増
進

な
ど
に
充
て
る
民
生
費
で
、　

億
９２

８
８
０
７
万
円
、全
体
の　

・
０
％

２２

を
占
め
て
い
ま
す
。
次
い
で
借
金

返
済
に
充
て
る
公
債
費
が　

億
１

７３

５
６
０
万
円
、　

・
３
％
、
土
木

１７

費
が　

億
５
１
５
３
万
円
、　

・
９

７１

１６

％
と
、
こ
れ
ら
が
高
い
割
合
を
占

め
て
い
ま
す
。

　

歳
出
を
性
質
別
に
見
て
み
る
と

（
グ
ラ
フ
３
参
照
）、
人
件
費
は　
８８

一
般
会
計
・
歳
出

民
生
費
に

　

億
８
８
０
７
万
円

９２

人
件
費
、
経
常
的
経
費

な
ど
を
削
減

（表３）

基金残高

基金残高基　　金
２９億円財 政 調 整
３７億円特 定 目 的
８億円定 額 運 用
８億円特 別 会 計
８２億円合　 　 計
９万円市民１人当たり

平成１８年度当初見込み


